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令和元年度（平成３１年度）石川町一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見 
 

第１ 審査の概要 

 

１、審査の対象 

令和元年度（平成３１年度）石川町一般会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町国民健康保険特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町後期高齢者医療特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町介護保険特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町母畑財産区特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町中谷財産区特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町土地開発事業特別会計 

令和元年度（平成３１年度）石川町宅地造成事業特別会計 

 

２、審査の期間 

    令和２年７月２１日（火）から３１日（金）まで 

 

３、審査の手続 

令和元年度（平成３１年度）一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書並びに歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財

産に関する調書などの審査にあたっては、決算の計数では関係諸帳簿及び証ひょう書類と照合し正確であるか、予算の執行では議決の

趣旨に沿い、また地方自治法第２条第１４項及び第１５項の規定に基づき、合理的かつ効率的に執行されたか、財務に関する事務では、

関係法令に準拠し、適正に執行されたかなどを主眼として関係者から説明を聴取し、あわせて既に実施した例月出納検査及び定期監査

などの結果を勘案して実施した。 
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第２ 審査の結果 

令和元年度（平成３１年度）一般会計及び特別会計の歳入歳出決算額は、関係諸帳簿及び証ひょう書類を照合審査した結果、決算計

数はいずれも符合しており、適正に処理され、相違ないことを確認した。 

また、財務及び財産の管理については、いずれも適正に処理されているものと認められた。 

 

第３ 決算の概要 

１、一般会計 

①決算収支の状況 

決算収支の状況は「表１」のとおりである。 

 

表１ 決算収支状況                                              （単位：千円） 

区分 

 

年度 

歳入総額 

 

Ａ 

歳出総額 

 

Ｂ 

歳入歳出

差引 

Ｃ (A-B)  

翌年度に繰越

すべき財源 

Ｄ 

実質収支 

 

Ｅ (C-D) 

単年度収支 

 

Ｆ 

積立金 

 

Ｇ 

繰上 

償還金 

Ｈ 

積立金 

取り崩し額 

Ｉ 

実質単年度収支 

 

Ｊ(F+G+H-I) 

Ｒ１

(31) 

（6.3％） 

8,032,733 

（5.5％） 

7,694,150 
338,583 188,021 150,562 △70,556 50,000 0 300,000 △320,556   

３０ 
（△3.4％） 

7,553,404 

（△4.0％） 

7,292,883 
260,521 39,403 221,118 39,225 39,000 0 195,598 △117,373   

２９ 
（△3.2％） 

7,818,170 

（△0.7％） 

7,598,426 
219,744 37,851 181,893 △136,775 65,000 0 124,000 △195,775   

（ ）内は対前年度増減率。積立金及び積立金取り崩し額は、財政調整基金の額。 

 

歳入決算額は 8,032,733千円（予算額に対する決算額の比率 68.3％）で、前年度に比較して 6.3％の増、歳出決算額は 7,694,150千円

（予算額に対する決算額の比率 65.4％）で、前年度に比較して 5.5％の増となっており、実質収支は 150,562千円の黒字決算であった。 

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、△70,556千円であった。 
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                   表２ 歳入決算状況 

        年度 

    

 款 

令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 

決算額 

千円 

構成比 

  ％ 

増減率 

  ％ 

決算額 

千円 

構成比 

  ％ 

増減率 

  ％ 

１ 町 税 1,638,606 20.4 △1.1 1,656,969 21.9 △0.4 

２ 地 方 譲 与 税 102,517 1.3 5.3 97,376 1.3 0.9 

３ 利 子 割 交 付 金 987 0.0 △51.5 2,033 0.0 △10.8 

４ 配 当 割 交 付 金 4,844 0.1 33.6 3,626 0.1 △25.1 

５ 株式等譲渡所得割交付金 2,367 0.0 △16.5 2,835 0.0 △37.8 

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 282,995 3.5 △2.7 290,731 3.9 5.4 

７ 自動車取得税交付金 10,963 0.1 △49.5 21,703 0.3 △5.6 

８ 自動車税環境性能割交付金 3,442 0.0 皆増 0 0.0 － 

９ 地 方 特 例 交 付 金 33,235 0.4 559.0 5,043 0.1 17.4 

10 地 方 交 付 税 2,817,492 35.1 17.0 2,408,893 31.9 △1.0 

11 交通安全対策特別交付金 1,412 0.0 △6.5 1,510 0.0 △1.9 

12 分 担 金 及 び 負 担 金 153,984 1.9 17.5 131,025 1.7 △29.3 

13 使 用 料 及 び 手 数 料 45,679 0.6 △7.6 49,412 0.7 △4.9 

14 国 庫 支 出 金 574,206 7.2 △21.8 734,037 9.7 △22.4 

15 県 支 出 金 720,515 9.0 35.9 530,264 7.0 6.0 

16 財 産 収 入 14,292 0.2 2.9 13,889 0.2 23.2 

17 寄 附 金 24,626 0.3 64.5 14,967 0.2 4.8 

18 繰 入 金 425,693 5.3 92.0 221,658 2.9 46.5 

19 繰 越 金 260,521 3.2 18.6 219,744 2.9 △48.9 

20 諸 収 入 129,152 1.6 16.3 111,056 1.5 △30.0 

21 町 債 785,205 9.8 △24.3 1,036,633 13.7 21.3 

合   計 8,032,733 100.0 6.3 7,553,404 100.0 △3.4 

②歳入 

歳入決算の状況は「表２」のとおりである。 

その主なものを前年度と比較すると、町税は、

1,638,606 千円で 1.1％の減、構成比は、20.4％と

なっている。 

このうち税目別の増減率では、軽自動車税が 

3.2％、たばこ税が 0.3％の増となったが、個人町

民税が 1.3％、法人町民税が 9.7％、固定資産税が 

0.2％、入湯税が 6.0％、の減となっている。 

利子割交付金は、987 千円で 51.5％、株式等譲

渡所得割交付金は、2,367 千円で 16.5％、地方消

費税交付金は、282,995 千円で 2.7％、自動車取得

税交付金は、 10,963 千円で 49.5％、交通安全対

策特別交付金は 1,412 千円で 6.5％、の減となっ

ている。 

一方、地方譲与税は 102,517 千円で 5.3％、配

当割交付金は、4,844 千円で 33.6％、地方特例交

付金は、幼児教育・保育の無償化に係る子ども・子

育て支援臨時交付金等により、33,235 千円で

559.0％の増となっている。 

また、地方交付税は 2,817,492 千円で 17.0％の

増、構成比は、35.1％となっている。 

国庫支出金は、プレミアム付商品券事務費補助

金、災害廃棄物処理事業費補助金等であり、 21.8％

減の 574,206 千円となった。県支出金は、被災者

生活支援特別給付金事業補助金等により、 35.9％

増の 720,515 千円となった。 

財産収入は、2.9％増の 14,292 千円となった。寄附金は、令和元年台風１９号復旧支援寄附金等により、64.5％増の 24,626 千円、繰入金は、92.0％

増の 425,693 千円、繰越金は､ 18.6％増の 260,521 千円、諸収入は、16.3％増の 129,152 千円となっている。町債は、24.3％減の 785,205 千円となっ

ている。 
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町税の年度別収入状況は、「表３」のとおりである。 

表３ 町税収入状況 

年度 
予 算 現 額 

   千円 

調 定 額 

   千円 

収入済 額 

   千円 

対前年度比 

    ％ 

収 納 率 

   ％ 

不納欠損額 

   千円 

収入未済額 

    千円 

（再掲）

収入未済額 

   千円 

Ｒ１

(31) 
1,584,361 1,807,484 1,638,606 △1.1 90.66 3,214 168,878 169,278 

３０ 1,611,495 1,825,376 1,656,969 △0.4 90.77 5,115 163,292 163,507 

２９ 1,619,874 1,835,592 1,663,286 △0.4 90.61 9,740 162,566 163,137 

※決算額の収入済額には過誤納金が含まれているため、再掲欄の額が本来の収入未済額となる。 

 

③歳出                  表４ 歳出決算状況 

  歳出の決算状況は「表４」のとおりである。 

  
年度 

    

款 

令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 

決算額 

千円 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

決算額 

千円 

構成比 

  ％ 

増減率 

 ％ 

１ 議 会 費 91,587 1.2 △0.9 92,393 1.3 1.5 

２ 総 務 費 1,009,361 13.1 △7.8 1,094,186 15.0 △25.4 

３ 民 生 費 2,142,984 27.9 13.6 1,886,037 25.9 △0.6 

４ 衛 生 費 1,029,197 13.4 98.9 517,450 7.1 △11.1 

５ 労 働 費 2,401 0.0 9.0 2,203 0.0 7.2 

６ 農 林 水 産 業 費 514,510 6.7 3.5 497,251 6.8 13.9 

７ 商 工 費 175,547 2.3 △80.7 910,426 12.5 23.7 

８ 土 木 費 382,654 5.0 △32.5 567,279 7.8 △8.1 

９ 消 防 費 393,223 5.1 14.1 344,665 4.7 △2.4 

10 教 育 費 1,003,059 13.0 25.7 798,232 10.9 △9.9 

11 災 害 復 旧 費 189,131 2.5 1054.1 16,388 0.2 23.2 

12 公 債 費 611,176 7.9 11.0 550,406 7.6 8.5 

13 諸 支 出 金 149,320 1.9 835.2 15,967 0.2 43.0 

14 予 備 費 0 0.0  0 0.0  

合   計 7,694,150 100.0 5.5 7,292,883 100.0 △4.0 

189,131千円、公債費は11.0％増の 611,176千円、諸支出金は減債基金積立金、財政調基金積立金、過年度収入金返還金等により835.2％

増の 149,320千円となった。 

主なものを前年度と比較すると、議会費は 

0.9％減の 91,587千円、総務費は 7.8％減の 

1,009,361千円、民生費は保育所施設管理経費、 

応急救助経費等により13.6％増の 2,142,984 

千円、衛生費は新型コロナウイルス感染症予防 

事業、石川地方生活環境施設組合負担金や台風 

１９号災害ごみ処理経費等により、98.9％増の 

1,029,197千円、労働費は 9.0％増の 2,401千円、 

農林水産業費は台風１９号災害復旧事業、鳥獣被

害対策事業等により 3.5％増の 514,510千円、

商工費は 80.7％減の 175,547千円、土木費は 

32.5％減の 382,654千円、消防費は消防施設

整備事業、防災行政無線維持管理経費等によ

り14.1％増の 393,223千円、教育費は学校施

設管理経費や文教福祉複合施設改善事業に

より、25.7％増の 1,003,059千円、 

災害復旧費は農林水産施設災害復旧事業、現

年道路橋梁災害復旧事業等により1054.1％増の 

文化財災害復旧事業等により 23.2％増の 

16,388千円、公債費は、償還元金等により、

550,406千円、 
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地方債現在高の状況は「表５」のとおりである。 

表５ 地方債現在高の状況                    （単位：千円） 

年度 借入額 
年度別償還額 

地方債現在高 
左のうち 

※臨時財政対策債 元利償還額 左のうち元金 

Ｒ１ 

（31） 
785,205 611,173 588,172 7,162,328 3,130,911 

３０ 1,036,633 550,398 522,317 6,965,295 3,229,843 

２９ 854,418 507,183 473,173 6,450,979 3,288,461 

 

 

年度別歳出の性質別決算額の状況は「表６」のとおりである。 

表６ 性質別決算額の状況 

年度 

 

区分 

令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 平成２９年度 

決算額 

千円 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

決算額 

千円 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

決算額 

千円 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

消費的経費 4,827,257 62.8 11.4 4,335,203 59.5 △0.7 4,365,708 57.4 △2.1 

投資的経費 1,438,400 18.6 △11.0 1,615,734 22.1 △13.1 1,860,018 24.5 5.4 

そ の 他 1,428,493 18.6 6.4 1,341,946 18.4 △2.2 1,372,700 18.1 △3.7 

合 計 7,694,150 100.0 5.5 7,292,883 100.0 △4.0 7,598,426 100.0 △0.7 

 

性質別の歳出決算状況は、消費的経費で4,827,257千円、構成比 62.8％、対前年度比 11.4％の増である。 

このうち経費別の増減率は、物件費は 0.3％、扶助費は 20.9％、補助費等は 36.7％、の増となったが、人件費は1.1％、維持補修費は 10.0％、

の減となっている。 

 投資的経費は、1,438,400千円、構成比 18.6％、対前年度比 11.0％の減となっている。 

このうち経費別の増減率は、補助事業費は 75.3％、道路整備事業などの単独事業費が 5.5％、の減となったが、県営事業負担金が 18.9％、

災害復旧事業費は台風第19号災害復旧等により 2641.0％、の増となっている。 

 その他の経費は 1,428,493千円で、構成比 18.6％、対前年度比 6.4％の増である。 

このうち経費別の増減率は、公債費は 11.0％、積立金は 14.6％、貸付金は23.3％、の増となったが、特別会計への繰出金が 0.3％の減

となっている。 
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２、特別会計 

 

①  国民健康保険特別会計 

歳入決算額は 1,669,007千円（予算額に対する決算額の比率 98.5％）で、対前年度比 2.9％の減であり、歳出決算額は 1,630,500千円

（予算額に対する決算額の比率 96.3％）で、対前年度比 2.3％の減となり、実質収支では 38,507千円の黒字決算となっている。 

歳入のうち、保険税は 292,556千円で対前年度比 4.4％減、県支出金は 1,152,799千円で 1.4％増、その他は223,652千円で 18.8％の

減となっている。 

歳出では、保険給付費は 1,126,988千円で 1.8％増、後期高齢者支援金等は 94,158千円で 2.6％増、介護納付金は 33,330千円で 0.2％

減となっている。 

以下、歳入歳出の状況及び運営の状況等については「表７」から「表９」のとおりである。 

                                                                  

表７ 歳入内訳 

区 

分 

年 

度 

  歳 入 内 訳 基金 

現在高 

 

千円 

歳入総額 

 

千円 

増減率 

 

％ 

 

保険税 

千円 

  

県支出金 

千円 

  

構成比 

％ 

増減率 

％ 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

その他 

千円 
構成比 

％ 

増減率 

％ 

Ｒ１ 

（31） 
1,669,007 △2.9 292,556 17.5 △4.4 1,152,799 69.1 1.4 223,652 13.4 △18.8 312,007 

３０ 1,718,161 △19.6 305,874 17.8 △11.4 1,136,756 66.2 759.3 275,530 16.0 △83.4 347,006 

２９ 2,135,917 △8.2 345,222 16.2 △3.8 132,296 6.2 △6.8 1,658,400 77.6 △9.2 322,000 

 

表８ 国民健康保険税の収入状況 

年度 
調 定 額 

   千円 

収入済額 

    千円 

収 入 率 

     ％ 

現年度収入率 

     ％ 

不納欠損額 

    千円 

収入未済額 

    千円 

（再掲）

収入未済額 

    千円 

Ｒ１ 

（31） 
478,366 292,556 61.16 91.11 3,242 185,811 186,134 

３０ 491,297 305,874 62.26 91.64 1,798 183,625 184,481 

２９ 543,613 345,222 63.50 91.36 13,636 184,756 185,487 

※決算額の収入済額には過誤納金が含まれているため、再掲欄の額が本来の収入未済額となる。 
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表９ 歳出内訳 

区 

分 

 

年 

度 

  歳 出 内 訳 

歳出総額 

 

 

千円 

増減率 

 

 

％ 

   

保険給付費 

千円  

構成比 

％ 

増減率 

％ 

後期高齢者

支援金等 

千円 

構成比 

％ 

増減率 

％ 

その他 

千円 
構成比 

％ 

増減率 

％ 

Ｒ１ 

（31） 
1,630,500 △2.3 1,126,988 69.1 1.8 94,158 5.8 2.6 409,354 25.1 △13.0 

３０ 1,669,012 △16.8 1,106,811 66.3 0.9 91,737 5.5 △57.6 470,464 28.2 △32.0 

２９ 2,005,343 △9.2 1,097,331 54.7 △10.5 216,296 10.8 △6.7 691,716 34.5 △7.8 

 

②  後期高齢者医療特別会計 

歳入決算額は 177,708千円（予算額に対する決算額の比率 95.6％）で、対前年度比 1.0％の減であり、その主なものは、後期高齢者医

療保険料 124,349千円、繰入金 51,887千円、繰越金 1,065千円である。 

歳出決算額は 177,262千円（予算額に対する決算額の比率 95.4％）で、対前年度比 0.7％の減であり、その主なものは、後期高齢者医療

広域連合納付金 169,137千円、諸支出金 1,162千円であり、実質収支では 446千円の黒字決算となっている。 

 

③  介護保険特別会計 

歳入決算額は 1,827,762千円（予算額に対する決算額の比率 98.9％）で、対前年度比 3.3％の増であり、歳出決算額は 1,742,333千円（予

算額に対する決算額の比率 94.3％）で、対前年度比 2.4％の増であり、実質収支では 85,429千円の黒字決算となっている。 

歳入のうち、保険料は 368,191千円で対前年度比 3.2％の減、国庫支出金は 433,300千円で 1.6％の増、支払基金交付金 428,637千円で 

0.3％の減、県支出金 259,625千円で 3.7％の増、繰入金 262,081千円で 7.4％の増、その他は 75,928千円で 98.0％増となっている。 

歳出では、保険給付費が 1,537,483千円で 0.3％の減となっている。 

 

④  母畑財産区特別会計 

歳入決算額は 18,435千円で、そのうち財産収入は 343千円であり、繰越金は 18,092千円である。 

歳出決算額は、財産費の 391千円であり、実質収支は 18,044千円の黒字決算となっている。 

 

⑤  中谷財産区特別会計 

歳入決算額は 14,161千円で、そのうち財産収入は 32千円であり、繰越金は 14,129千円である。 

歳出決算額は、財産費の 276千円であり、実質収支は 13,885千円の黒字決算となっている。 
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⑥  土地開発事業特別会計 

歳入決算額は 13,403千円で、そのうち使用料及び手数料は 4,041千円であり、繰越金は 9,362千円である。 

歳出決算額は、土地開発費の 2,909千円であり、実質収支は 10,494千円の黒字決算となっている。 

 

⑦  宅地造成事業特別会計 

歳入決算額は 4,138千円で、その主なものは繰入金 2,632千円、繰越金 1,506千円である。 

歳出決算額は、総務費の 3,334千円であり、実質収支は 804千円の黒字決算となっている。 
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第４ 審査意見 

 

審査の結果、一般会計における令和元年度（平成３１年度）決算は、実質収支は黒字となっているものの、本町財政を取りまく環境は今後

も厳しい状況が見込まれることから、安定した財政基盤を構築するとともに、引き続き予算の効率的な執行に努力されたい。 

歳入面において、町税は、軽自動車税、たばこ税が増であったが、個人町民税、法人町民税、固定資産税、入湯税が減となったことから 1.1％

減少した。 

また、歳入決算額は、利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金、使用

料及び手数料、国庫支出金、町債が減であったが、地方譲与税、配当割交付金、地方特例交付金、地方交付税、分担金及び負担金、県支出金、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入が増となったことにより、対前年比 6.3％の増となった。 

一方、歳出面において、消費的経費では、人件費、維持補修費は減であったが、物件費、扶助費、補助費等が増になったことにより全体では 11.4％の

増となった。 

投資的経費は、県営事業負担金、災害復旧事業費が増となったが、補助事業費、単独事業費が減となったことにより、全体で 11.0％の減となった。 

その他の経費では、繰出金が減となったが、公債費、積立金、貸付金が増となったため全体では 6.4％の増となった。 

歳出決算額全体では、対前年度比 5.5％の増となった。 

なお、一般会計、各特別会計いずれにおいても、黒字決算となっている。 

また令和元年（平成３１年度）の経常収支比率は 88.2％と年々増加しており、財政の硬直化が懸念される。地域経済の低迷や人口減少が続く中で、本

町においても、町税や各種交付金等の減収など、財源確保が一段と厳しくなることも視野に入れ、特定財源を積極的に確保するなど、一般財源の圧縮に

努力されたい。財政指標が健全な水準を保っているとはいえ、山積する行政課題や新たな財政需要への対応など、依然、厳しい状況に変わりないことを

十分認識し、今後とも、健全な財政運営に配意するとともに、町民ニーズの変化や時代の要請に的確に対応しながら、各般の施策・事務事業を効率的・

効果的かつ確実に推進するよう努めていただきたい。 

なお、細部について検討が必要である点は次のとおりである。 

 

①町税の収入未済額は、前年度に比べ件数で 1,288件減少したが、額では 5,771千円増の 169,278千円であった。未納者の実態を的確に把

握して、適切な滞納処分を行い、今後も、収入未済額の縮減により一層努められたい。 

なお、町税滞納者に対する差押えについては、税の公平性を保つための措置として的確かつ厳正に実施されたい。 

表１０ 町税の収入未済額状況 

年 度 

 

区 分 

令和元年後（平成３１年度） 平成３０年度 平成２９年度 

件数 
収入未済額 

千円 
件数 

収入未済額 

千円 
件数 

収入未済額 

千円 

現年課税分 724 24,458 732 24,136 766 26,551 

滞納繰越分 1,563 144,820 2,843 139,371 2,735 136,586 

合 計 2,287 169,278 3,575 163,507 3,501 163,137 

 



－ 10 － 

 

国民健康保険税の収入未済額は 186,134千円で、前年度比較で 1,653千円の増であった。 

本税が適正な医療保険事業及び介護保険事業等を運営するための目的税であることから、各種の啓発活動や納税、納入相談の実施など、納税意識の高

揚を図り、収入未済額の縮減になお一層努められたい。 

 

表１１ 国民健康保険税の収入未済額状況 

年 度 

 

区 分 

令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 平成２９年度 

件数 
収入未済額 

千円 
件数 

収入未済額 

千円 
件数 

収入未済額 

 千円 

現年課税分 251 26,836 316 26,492 291 30,766 

滞納繰越分 1,295 159,298 1,277 157,989 1,231 154,721 

合 計 1,546 186,134 1,593 184,481 1,522 185,487 

 

その他の収入未済額は現年度分・過年度分を合わせて、一般会計で老人保護措置費負担金が 236千円、保育料が 818千円、放課後児童

クラブ利用料が 21千円、住宅使用料が 14,854千円となっている。 

特別会計では、後期高齢者医療保険料が 1,866千円の未済額となっている。 

また、介護保険料で 4,216千円の収入未済額があった。 

このように、全体の収入未済額が増加し、長期間にわたり滞納され、昨年と比較して一向に改善されない事例も見受けられるため、法

的対応措置を含め現行より一歩踏み込んだ厳しい徴収について検討願いたい。 

東北財務局による県内の経済情勢報告では、県内経済は新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあると発表しているところであるが、

本町においても、未済額が増加し、依然として厳しい状況が続いていると考えられる。こうした中での徴収事務の執行は、大変であると思料するが、

未納者の実態を的確に把握するとともに、現在検討されている債権管理に関する条例等を年度内に整備し、それに基づいた適切な滞納処分を行うな

ど、収入未済額の縮減に一層努力されたい。 

 

②町税、国民健康保険税の不納欠損額は、132件、6,457千円であり、前年と比べ 456千円の減少であった。 

 特別会計では、介護保険料で2,801千円の不納欠損額があった。 

不納欠損の処理については、安易に行われることのないよう十分に内容を検討し、慎重な事務の執行を心がけて納税者等の納税意識の

低下につながらないよう配慮願いたい。 
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表１２ 不納欠損額の状況 

      年

度 

区分 

令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 平成２９年度 

件数 
欠損額  

   千円 
件数 

欠損額  

   千円 
件数 

欠損額  

   千円 

町     税 93 3,214 95 5,115 142 9,740 

国民健康保険税 39 3,243 26 1,798 62 13,636 

合 計 132 6,457 121 6,913 204 23,376 

 

③予算流用は、一般会計・特別会計あわせて 126件、総額 36,332千円であった。 

止むを得ない事由のものもあるが、予算科目の計上誤り、同一科目への複数回の流用、流用時期、事由からして当初での予算措置が可能であった

と認められるものなどがあった。また、支出更正件数は減少しているが、今後とも的確な事業見通しに基づく、適正な予算計上と目的に沿った計画的

かつ適正な予算執行と事務処理に努められたい。 

  

④随意契約については、地方自治体が締結する契約は競争入札が原則であり、運用を誤ると適正な価格によって行われるべき契約自体が、不適正な

価格によって行われ、公正な取引の確保を損なうことにもなりかねない。真に、随意契約に該当するのか十分に内容を検証し、執行されたい。 

 

⑤宅地造成事業については、藤沢工業用地の未売却地や古舘団地、谷津団地の未分譲地について完売に向けた取り組みをさらに強化された

い。 
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 令和元年度（平成３１年度）石川町水道事業会計決算審査意見 
 

第１ 審査の概要 

 

１、審査の対象 

令和元年度（平成３１年度）石川町水道事業会計 

 

２、審査の期間 

    令和２年６月２２日（月）から２３日（火） 

 

３、審査の手続 

令和元年度（平成３１年度）の決算及び事業報告書並びに収益費用明細書、資本的収支明細書、固定資産明細書及び企業債明細書

などの審査にあたり、決算の計数では関係諸帳簿及び証ひょう書類と照合し、正確であるか、予算の執行では議決の趣旨に沿い、ま

た地方公営企業法第３条の規定に基づき、合理的かつ機能的に運営されたか、財務に関する事務では、関係法令に準拠し、適正に執

行されたかなどを主眼として関係者から説明を聴取し、あわせて既に実施した例月出納検査の結果を勘案して実施した。 

 

第２ 審査の結果 

令和元年度（平成３１年度）の水道事業会計決算額は、関係諸帳簿及び証ひょう書類を照合審査した結果、決算計数はいずれも符

合しており、適正に処理され、相違ないことを確認した。 

また、財務及び財産管理についても、いずれも適正に処理されているものと認められた。 

 

第３ 決算の概要 

 

①収益的収入及び支出 

決算額は、消費税込みの事業収益は 384,965千円で、前年度と比較すると 8.5％の減となり、事業費用では前年度より6.0％減の346,778

千円となっている。 

消費税抜きの事業収益 360,195千円のうち、給水収益が 270,334千円で全体の 75.1％を占めている。 

事業費用 325,167千円のうち主なものは、原水及び浄水費 81,247千円、配水及び給水費 48,287千円、総係費 28,015千円で 48.5％を

占めている。また、減価償却費は、123,915千円で 38.1％、企業債利息は、17,695千円で 5.4％の構成比となっている。 

以上のことから、純利益は、対前年度比 24.9％減の 35,028千円であった。（表１） 
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表１ 収益的収入及び支出決算状況 

区分 

 

 

年度 

事 業 収 益 

備  考 

事 業 費 用 

備  考 

純利益 

（消費税抜き） 

千円 
前年度比 

％ 
千円 

前年度比 

％ 
千円 

前年度比 

％ 

Ｒ１ 

（31）  
384,965 △8.5 

内仮受消費税 

24,770千円 
346,778 △6.0 

内仮払消費税

8,417千円 
35,028 △24.9 

３０ 420,846 8.1 
内仮受消費税 

21,826千円 
369,025 16.5 

内仮払消費税

6,504千円 
46,665 △27.3 

２９ 389,401 36.8 
内仮受消費税 

21,789千円 
316,674 52.9 

内仮払消費税

5,972千円 
64,218 1.9 

 

②資本的収入及び支出 

消費税込みの資本的収入は、89,968千円で、水道加入金が 2,913千円である。 

資本的支出は、121,349千円で、主な事業は配水設備改良費で配水管布設工事及び配水管布設替工事 10,746千円、受水槽設置工事 

996千円である。 

収入が支出に対して不足する額 31,381千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年度損益勘定留保資金で補てん

している。（表２） 

 

表２ 資本的収入及び支出決算状況                                

年度 
資本的収入 

千円 

資本的支出 

千円 

差 引 

千円 

補 て ん の 内 訳 

当年度分消費税 

及び地方消費税 

資本的収支調整額 

千円 

 

過年度損益勘定

留保資金 

千円 

 

当年度損益勘定

留保資金 

千円 

 

建設改良 

積立金 

千円 

Ｒ１

（31） 
89,968 121,349 △31,381 3,146 28,235 ― ― 

３０ 94,168 155,207 △61,039 5,144 55,895 ― ― 

２９ 103,740 200,036 △96,296 8,509 ― ― 87,787 
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③業 務 

年度末給水人口は、11,121人で、給水戸数は、18戸減の 4,257戸となっている。年間配水量は、1,975,811㎥と前年度より 22,245㎥増加

し、有収水量については、1,579,117㎥で、前年度より 48,989㎥の減となっている。 

また、給水原価は、１㎥当たり対前年度比5.7％減の 203円93銭となった。（表３） 

 

表３ 給水人口及び給水量の推移 

事    項 単位 
令和元年度 

(平成31年度) 

増減率 

％ 
平成30年度 

増減率 

％ 
平成29年度 

増減率 

％ 

年 度 末 給 水 人 口 人 11,121 △2.2 11,372 △1.4 11,536 24.0 

年 度 末 給 水 戸 数 戸 4,257 △0.4 4,275 △0.2 4,285 18.2 

配 水 量 （ 年 間 ） ㎥ 1,975,811 1.1 1,953,566 △3.0 2,014,844 2.6 

配 水 量 （ １ 日 平 均 ） ㎥ 5,413 1.1 5,352 △3.0 5,520 2.6 

配 水 量 （ １ 日 最 大 ） ㎥ 6,319 2.9 6,140 △3.1 6,334 △0.1 

有 収 水 量 （ 年 間 ） ㎥ 1,579,117 △3.0 1,628,106 0.7 1,616,552 3.3 

有収水量（１日平均） ㎥ 4,326 △3.0 4,461 0.7 4,429 3.3 

有 収 率 ％ 79.9 △4.1 83.3 3.9 80.2 0.7 

給 水 原 価  203円93銭 △5.7 216円23銭 15.2 187円68銭 46.1 

供 給 単 価  171円19銭 2.2 167円57銭 △0.5 168円49銭 7.3 

  

 

第４ 審査意見 

 

水道事業会計における、収益的収支の純利益は、対前年度比 24.9％減の 35,028千円であった。 

水道使用料の未収金は 1,477件、13,027千円であり、前年度に比べ件数・金額ともに大幅に増加している。現在検討されている債権管理に

関する条例等を年度内に整備し、未納者それぞれの対応策を計画的に実施し、未収金の解消に努められたい。 

また、有収率は前年度向上したものの、今年度は落ち込みが見られるので、今後とも無効水量の縮減に努められ、有収率向上のための効

果的な対策を実施されたい。 

 

表４ 水道使用料の未収金、過年度損益修正損（不納欠損）の状況 

年 度 

区 分 

令和元年度(平成31年度) 平成３０年度 平成２９年度 

件数 金額 千円 件数 金額 千円 件数 金額 千円 

未 収 金 1,477 13,027 1,071 7,072 1,266 11,975 

損益修正損 0 0 0 0 0 0 
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 令和元年度（平成３１年度）基金運用状況審査意見 
 

第１ 審査の概要 

 

１、審査の対象 

令和元年度（平成３１年度）石川町物品調達基金 

令和元年度（平成３１年度）石川町土地開発基金 

令和元年度（平成３１年度）石川町畜産振興基金 

令和元年度（平成３１年度）石川町奨学資金貸与基金 

 

２、審査の期間 

令和２年７月２１日（火）から３１日（金）まで 

 

３、審査の手続 

令和元年度（平成３１年度）における基金の運用状況に係る審査にあたっては、地方自治法第２４１条第２項の規定に基づき、か

つ、各基金条例で定める目的に沿って運用されているかに主眼をおき、また予算議決の趣旨を勘案し、あわせて既に実施した例月出納検査及び

定期監査の結果を考慮して実施した。 

 

第２ 審査の結果 

    審査に付された基金運用状況調書の計数は、関係諸帳簿及び証ひょう書類に合致しており、相違ないことを確認した。 

 

第３ 基金の概要 

 

①物品調達基金                                

 基金設定額は 2,400千円である。    表１ 物品調達基金         （単位：千円） 

決算年度末現在高は、物品は 1,733千円、 

現金は 377千円、未収入金が 12千円増の 

290千円となっている。             

区 分 
前年度末 

現 在 高 

決算年度中 

増 減 高 

決算年度末 

現 在 高 

物 品 1,644 89 1,733 

現 金 478 △101 377 

未収入金  278 12 290 

合 計 2,400 0 2,400 
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②土地開発基金               表２ 土地開発基金 

   基金設定額は 288,862千円である。 

決算年度末現在高では、山林が 423.00㎡、 

宅地が 2,346.14㎡で、現金は 239,991千円 

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

③畜産振興基金                     表３ 畜産振興基金          （単位：千円） 

   基金設定額は 30,000千円である。 

貸付牛は 3頭購入し、償還金は27人からの6,348千円 

である。決算年度末現在高は 18,288千円で、現金現在高は 

11,712千円となっている。 

 

 

 

 

④奨学資金貸与基金                    表４ 奨学資金貸与基金       （単位：千円） 

基金設定額は、50,000千円である。 

令和元年度（平成31年度）の貸付金は 7人に対して  

3,840千円で、償還金は 14人からの 2,640千円である。 

決算年度末現在高は、貸付金が 24,325千円、現金が 

25,675千円となっている。 

 

 

 

第４ 審査意見 

    各基金とも、設置の目的に沿って、適正な運用及び管理がなされているものと認められた。 
  

区 分 
前年度末 

現 在 高 

決算年度中 

増 減 高 

決算年度末 

現 在 高 

不

動

産 

土 

 

地 

田 2,414.00㎡ △2,414.00㎡ 0.00㎡ 

畑 1,162.00㎡ △1,162.00㎡ 0.00㎡ 

山林 6,399.00㎡ △5,976.00㎡ 423.00㎡ 

雑種地 1,055.00㎡ △1,055.00㎡ 0.00㎡ 

宅地  2,887.43㎡ △541.29㎡  2,346.14㎡ 

その他 0.00㎡ 0.00㎡ 0.00㎡ 

現 金 229,161千円 10,830千円 239,991千円 

区 分 
前年度末 

現 在 高 

決算年度中 

増 減 高 

決算年度末 

現 在 高 

貸付牛 21,979 △3,691 18,288 

現 金 8,021 3,691 11,712 

合 計 30,000 0 30,000 

区 分 
前年度末 

現 在 高 

決算年度中 

増 減 高 

決算年度末 

現 在 高 

貸付金 23,125 1,200 24,325 

現 金 26,875 △1,200 25,675 

合  計 50,000 0 50,000 
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 令和元年度（平成３１年度）健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 
第１ 審査の概要 

 

 １、審査の対象 

    令和元年度（平成３１年度）健全化判断比率及び資金不足比率 

 

 ２、審査日 

    令和２年７月２８日（火） 

 

 ３、審査の手続 

令和元年度（平成３１年度）における健全化判断比率及び資金不足比率に係る審査にあたっては、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第

３条第１項の規定により、町長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成

されているかを主眼として実施した。 

 

第２ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認 

められる。 

 

第３ 健全化判断比率及び資金不足比率の概要 

     健全化判断比率                                   （単位：％） 

区  分  令和元年度（平成３１年度）  平成３０年度 早期健全化基準 

①実質赤字比率 ― ― 15.0 

②連結実質赤字比率 ― ― 20.0 

③実質公債費比率 4.5 5.0 25.0 

④将来負担比率 24.1 12.9 350.0 

     ※実質赤字比率、連結実質赤字比率は、赤字額がなく算定されないため「―」で表示。 

     資金不足比率                                    （単位：％） 

特別会計の名称  令和元年度（平成３１年度） 平成３０年度 早期健全化基準 

水道事業会計 ― ― 
20.0 

宅地造成事業特別会計 ― ― 

     ※資金不足が生じないため算定されない。 
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第４ 個別意見 

     

 １、健全化判断比率 

   ①実質赤字比率 

    いずれの会計等も、実質収支が黒字であるため、実質赤字比率は算定されない。 

 

   ②連結実質赤字比率 

    いずれの会計等も、実質収支が黒字であるため、連結実質赤字比率は算定されない。 

 

③実質公債費比率 

令和元年度（平成３１年度）の実質公債費比率は、4.5％となっており、早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

  

④将来負担比率 

令和元年度（平成３１年度）の将来負担比率は、24.1％となっており、早期健全化基準の 350.0％を下回っている。 

 

 

 ２、資金不足比率 

水道事業会計、宅地造成事業特別会計のいずれも、資金不足は生じていない。 

         

第５ 審査意見 

    特に指摘すべき事項は認められない。 

 

 



 

 

 


